
総合的な対策の実施状況
運賃・料金の下限割れ防止対策の実績

国土交通省の自動車部局と観光部局の連携（貸切バス事業者及び旅行業者の相互通報）

貸切バスの運賃・料金、手数料の通報窓口

通報者→処分者 通報・処分の実績

自動車部局→観光部局 通報４５件→処分１３件、処分なし １５件、調査中１７件

観光部局→自動車部局 通報７６件→処分 ５件、処分なし７０件、調査中 １件

（平成２９年１1月３0日現在）

○平成２４年４月に発生した関越道ツアーバス事故を受け策定された「高速・貸切バス安全・安心回復プラン」（平成２５年４月）に基
づき、貸切バス事業者に下限割れ運賃により道路運送法の違反があった場合、国土交通省の自動車部局から観光部局に対して通報。

○軽井沢スキーバス事故を受けて、平成２８年１月から観光部局から自動車部局への通報も実施（相互通報化）。

○軽井沢スキーバス事故を受け策定された総合的とりまとめに基づき、運賃の下限割れ等について自動車部局の通報窓口及び専門家から
なる貸切バスツアー適正取引推進委員会の通報窓口を設置（平成２８年８月）。

○運賃・料金に関しては自動車部局が、手数料に関しては貸切バスツアー適正取引推進委員会の通報窓口が担当し、関係部局と連携。

通報窓口 通報・処分の実績

自動車部局 通報１０８件→処分４件、処分なし８９件、調査中１５件

貸切バスツアー適正取引推進委員会 通報４０件→処分０件、処分なし３８件、調査中 ２件

（平成２９年１1月３0日現在） 1

参考資料２



総合的な対策の実施状況
貸切バス事業者の安全情報（国土交通省が公表）

○貸切バス事業者の情報

・事業者名

・設立年度

・営業所の名称・所在地

・事業者団体の加入・非加入

・貸切バス事業者安全評価認定

（★、★★、★★★、なし）

○保有車両の情報（大型、中型、小型の別）

・保有車両数（両）

・車齢（年）（最新車齢、最古車齢）

・ドライブレコーダー搭載車両導入率（％）

・デジタル式運行記録計搭載車両導入率（％）

・先進安全技術搭載車両（ＡＳＶ）導入率（％）

○運行管理・整備管理体制の情報

・運行管理者数（人）

・整備管理者数（人）

○運転者の情報

・運転者数（人）

・現在会社勤続平均年数（年）

・平均給与月額の水準（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ）

運輸局ブロック別の報告事業者平均給与月額を基準額と比較して、

Ａ：基準額と同額以上

Ｂ：基準額と同額未満からマイナス10%以上

Ｃ：基準額からマイナス10%未満からマイナス20%以上

Ｄ：基準額からマイナス20%未満

○事故・違反歴等（過去３年間）

・事故件数（件） （走行１０万台キロ当たりの重大事故件数）

・行政処分（日車）

○外部機関による安全チェックの活用

・地方バス協会の適正化コンサルティング（○、×）

（過去３年間）

・民間認定機関の運輸安全マネジメント評価（○、×）

（過去３年間）
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㈱エイチ・アイ・エス

神姫バスツアーズ㈱
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総合的な対策の実施状況
貸切バス事業者の安全情報の活用事例①
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クラブツーリズム㈱楽天トラベルサービス㈱

総合的な対策の実施状況
貸切バス事業者の安全情報の活用事例②
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㈱四季の旅

～～

総合的な対策の実施状況
貸切バス事業者の安全情報の活用事例③


